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施　設　評　価　調　書
基準日　 令和5年4月1日

施 設 名 下田市立下田認定こども園 施 設 番 号 09003
施設大分類 子育て支援施設 施設中分類 幼稚園・保育所・こども園 施設小分類 幼稚園・保育所・こども園
所 管 課 教育委員会学校教育課

　設 置 目 的 の 達 成 度

運営事業名 R3年度実績値 R4年度目標値 R4年度実績値 対前年度比 目標達成率 評価
認定こども園管理運営事業 139 211 136 97.8% 64.5% C

設置目的に対する総合評価 C

運営事業名 R5年度目標値 備　　　　　考
認定こども園管理運営事業 211 

施 設 名 称 下田市立下田認定こども園 施 設 番 号 09003

設 置 目 的

児童福祉法による保育と学校教育法による教育を一体的に提供する施設である。・日々保護者の委託を受けて、保育に欠ける（就労や
病気などの理由により）乳児又は幼児を保育することを目的とする施設。（児童福祉法第39条）・幼稚園教育の基本に基づいて展開さ
れる幼稚園生活を通して、生きる力の基礎を育成するよう、家庭との連携を図りながら、生涯にわたる人間形成の基礎を培うことを目的とする
施設。

- -

目的達成度
の評価基準

目標値：定員
実績値：入所者数
評価A＝目標達成率90％以上、B＝同70％以上、C＝同50％以上、D＝同30％以上
E＝同30％未満

運営事業の
意義と現状

幼稚園・保育所再編整備基本計画の拠点施設として整備され、市内各地からの受け皿として運営を開始した。
平成27年度以降、子ども・子育て支援新制度に沿い、運営を行っている。
出生数の減少により、開園当初に比べ全体の園児数は減少している。

上記の原因 少子化による出生数の減少

具 体 的 な
改 善 方 策

幼稚園の廃園に伴い行事、保護者組織、通園バス等、様々な点で保護者ニーズを把握しながら改善していく。また、幼保無償化などによる
保育園部ニーズの高まりや、出生数は減少しているが依然低年齢児の申込割合が増加しているため、他の園とのバランスをみつつ、対応して
いく必要がある。

R5 年 度
運営事業と
目 標 値
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施　設　評　価　調　書
基準日　 令和5年4月1日

施 設 名 下田市立下田認定こども園 施 設 番 号 09003
施設大分類 子育て支援施設 施設中分類 幼稚園・保育所・こども園 施設小分類 幼稚園・保育所・こども園
所 管 課 教育委員会学校教育課

　効　率　性

効率性指標 R3年度実績値 R4年度目標値 R4年度実績値 対前年度比 目標達成率

Ｂ／Ａ 219,344.91 860,625.59 259,020.38 118.09% 332.26%
②光熱水費 3,866,018 5,727,000 4,761,196 123.16% 120.28%
③消耗品費 - 1,236,000 - - -

区分 説明 単位 R2年度 R3年度 R4年度

①使用料原価 １㎡１時間当たりの原価 円

②稼動割原価率 年間経費を年間収入で賄えない比
率 %

③１㎡１時間適正使
用料 ① × ② 円

④現行１㎡１時間使
用料の平均

大・小ホール、会議室、楽屋等の平
均値 円

⑤適正化計画 大・小ホール、会議室、楽屋等の見
直し

年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度(予算)
人口（4月1日：人） 21,080 20,734 20,287 19,963 

運営経費 1,413 1,471 1,686 
年間総経費 7,934 8,163 8,380 

①利用単位
当たり経費

Ａ 施設総利用者数 139 人 211 人 132 人 94.96% 62.56%

Ｂ 下田市年間経費 30,488,943 円 181,592,000 円 34,190,690 円 112.14% 531.12%

効率性指標の考え方等 Ａ…年間平均入所者数

受益者負担
の適正性

運営に掛かる税負
担

(市民負担) 人口1人あたり（円/人）

＊人口1人あたりの運営経費：運営経費（支出計）／人口　＊小数点以下切り上げ
＊人口1人あたりの年間総経費：下田市負担年間総経費／人口　＊小数点以下切り上げ



有 無 件

施　設　評　価　調　書
基準日　 令和5年4月1日

施 設 名 下田市立下田認定こども園 施 設 番 号 09003
施設大分類 子育て支援施設 施設中分類 幼稚園・保育所・こども園 施設小分類 幼稚園・保育所・こども園
所 管 課 教育委員会学校教育課

利用者満足度調査
実施の有無 調査の方法 アンケート R4年度調査数 135 

1　調査結果
設問 回答種類 R4年度回答

お子さんは登園を楽しみにし、楽しい園生活
を送っていますか。

①している　②ほぼしている
③あまりしていない　④していない

①80％　②17％
③3％　④0％

お子さんは行事を楽しみ子どもの生活が豊か
なものになっていますか。

①している　②ほぼしている
③あまりしていない　④していない

①95％　②4％
③1％　④0％

小学校との交流を行ない、子どもが不安なく
参加して楽しむことができていますか。

①している　②ほぼしている
③あまりしていない　④していない

①80％　②17％
③3％　④0％

２　調査結果から読み取れること

①または②と答えている割合が高く、利用者の満足度は高いことがうかがえる。

３　次年度以降への改善点

保護者、保育者に無理や負担がかかりすぎないよう、こども園としてとりいれられることや改善していく点を検討しながら園運営や保育実践を進めていく。
またICT機器の導入により、さらにわかりやすく園での様子を伝えられるようにしていきたい。

保護者として園の教育目標「こころ豊かに共
に育ちあう下田っ子」や重点目標「自分の思
いを生き生きと表現する子」（知）「人とのか
かわりを楽しみ、思いやりのある子」（徳）
「明るく元気でたくましい子」（体）について
理解し園生活での子どもの育ちを感じていま
すか。

①している
②ほぼしている
③あまりしていない
④していない

①93％
②6％
③1％
④0％

園は子どもの遊びや生活が安定した雰囲気
の中で行われ様々な遊びや活動を経験でき
るよう環境の工夫がされていますか。

①している
②ほぼしている
③あまりしていない
④していない

①89％
②10％
③0％
④0％
無回答1％

園は家庭への連絡・個人懇談・便りの発信
等を通して、教育内容や生
活・遊びの様子・子どもの育ちをわかりやすく
伝えていますか。

①している
②ほぼしている
③あまりしていない
④していない

①83％
②15％
③1％
④1％



施　設　評　価　調　書
基準日　 令和5年4月1日

施 設 名 下田市立下田認定こども園 施 設 番 号 09003
施設大分類 子育て支援施設 施設中分類 幼稚園・保育所・こども園 施設小分類 幼稚園・保育所・こども園

施設の概要
学校教育課
こども育成係

３　所在地 下田市敷根765番地の19 ４　設置年月 平成26年4月

敷地面積     3780㎡
建築面積     1074.21㎡    延床面積     1702.62㎡
構造          鉄骨造  地上2階

利用料金制度 　　　　　有              　無
指定管理者
一部委託　委託内容

１　施設名
　（愛称名） 下田市立下田認定こども園 ２　担当課

　　 担当係

５　総合計画の
　　 位置付け

基本計画の分野 分野２　子育て・教育

施策体系 施策１　子育て支援の充実

６　設置目的
児童福祉法による保育と学校教育法による教育を一体的に提供する施設である。・日々保護者の委託を受けて、保育に欠ける（就労や病気などの理由により）
乳児又は幼児を保育することを目的とする施設。（児童福祉法第39条）・幼稚園教育の基本に基づいて展開される幼稚園生活を通して、生きる力の基礎を育成
するよう、家庭との連携を図りながら、生涯にわたる人間形成の基礎を培うことを目的とする施設。

７　設置根拠 下田市認定こども園設置条例

施設の概要

実 施 事 業
の  概  要

下田認定こども園　保育園部（定員121人）幼稚園部（定員90人） ・児童福祉法による保育・学校教育法による教育
幼保再編の拠点施設として、児童福祉法による保育と学校教育法による教育を一体的に提供することができる市内唯一の幼保連携型認定こども園として整備さ
れた。市内各地からの受け皿として、通園バスによる送迎実施など、広域利用へも対応している。施設も新しく、高台であり防災上の安心感から利用者からの人気
も高い。

減
免
内
容

下田市子どものための教育・保育に関する利用者負担額を定める条例
（保育料の減免）
第３条　市長は、災害その他の理由により特に必要があると認めるときは、利用者負担額を減額し、又は免除する
ことができる。

施 設 運 営
方   　　法 直接運営

直接従事職員 保育士・支援員　【正職員】16人　【会計年度任用職員】16人
調理員　【正職員】1人　【会計年度任用職員】5人

８　施設の概要

料 金 体 系
（利用料金）

料
金
区
分

下田市子どものための教育・保育に関する利用者負担額を定める条例による

・平成27年度より第１階層から第16階層別に徴収基準額設定
・平成29年4月より保育料改定
・令和元年10月より1・2号（3歳児以上）3号（0～2歳児）非課税世帯について無償となる。

主
な
利
用
料
金

下田市子どものための教育・保育に関する利用者負担額を定める条例による
＜保育園部＞
０～２歳児：第１階層から第１６階層別に徴収基準額設定
３～５歳児：給食費　月額　3,500円〈R1料金設定〉
＜幼稚園部＞
給食費　月額　2,800円（8月分を除く）〈R1料金設定〉



施設の概要

施　設　評　価　調　書
基準日　 令和5年4月1日

施 設 名 下田市立下田認定こども園 施 設 番 号 09003
施設大分類 子育て支援施設 施設中分類 幼稚園・保育所・こども園 施設小分類 幼稚園・保育所・こども園

取得費及び財源内訳 R4年度末残高 備考
建設事業費

地質調査費 建物減価償却取得価格
設計競技 建物年間減価償却額 366,603,480 
周辺整備
用地購入 2,000,000 115,769,520 
実施設計料
工事管理費

取得価格　計 482,373,000 土地残高
　建設工事 建設工事残存価格
　電気設備工事 電気設備残存価格
　機械設備工事 機械設備残存価格

備品購入費 物品減価償却後残高
その他委託
その他工事
事務費

財源内訳
国・県支出金 24,811,000 
市債 416,800,000 市債残高 260,795,219 
一般財源 40,762,000 
基金繰入

９　市 内 の
　　類似施設

下田市所有 公立保育所１、公立幼稚園１（R5.3.31閉園）

民間所有 民間こども園１、民間保育所１

建物減価償却後残高

10　取得費等
　　　　　の情報
（単位：円）


